
赤川

坪川

作田川

七戸川

青森県

●被害の軽減、早期復旧・復興のための対策
・タイムラインの運用・改善
・災害リスクの現地表示
・住民の防災教育や防災知識の普及推進
・要配慮者利用施設の避難確保計画作成の促進
・広域避難体制と応急的な避難場所の構築
・広域避難体制と広域防災拠点としての体制整備
・防災力向上のための人材育成
・危機管理型水位計、簡易型河川用監視カメラの設置
・平時における気象解説等の充実
・水害リスク空白域の解消 等

●被害対象を減少させるための対策
・立地適正化計画による水災害軽減対策の推進 等

小川原湖

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。

位 置 図

小川原湖 馬淵川

◎青森市

岩木川

高瀬川

青 森 県

十三湖

◎八戸市

高瀬川水系流域治水プロジェクト【位置図】
～海面上昇等の気候変動に対応した治水対策の推進～

〇令和元年東日本台風では、各地で戦後最大を超える洪水により甚大な被害が発生したことを踏まえ、高瀬川水系においては、豊富な自然環
境を有する流域の特性を考慮し、河川整備に併せて、観光資源や地域産業を支える安全・安心なまちづくりや内水被害軽減対策を組み合わ
せた流域治水の取り組みを実施することにより、国管理区間においては、流域で甚大な被害が発生した戦後最大の昭和33年9月洪水と同規
模の洪水に対して堤防からの越水を回避し、流域における浸水被害の軽減を図る。

六ヶ所村

小川原湖

小川原湖より栄沼地区を望む

昭和33年9月洪水

七戸川

堤防整備、河道掘削、樹木伐採【県】

東北町

堤防整備、河道掘削、樹木伐採【県】

天間ダム（農林）（県）

作田ダム（県）

和田ダム（県）

七戸川

米軍三沢基地

三沢空港

三
沢
対
地
者
爆
撃
場

中野川

二ツ森川

三沢市

七戸町

十和田市

水源地
（八幡岳）

放水路拡幅整備【国】

立地適正化計画【町】

津波軽減対策
【村】

土砂災害対策【県】

河道掘削、樹木伐採【県】

河道掘削、樹木伐採【県】

河道掘削【県】

堤防整備、河道掘削、樹木伐採【県】

市ノ渡川

大林川河道掘削【県】

東北町沼崎地区
家屋浸水

森林整備・治山対策
【東北森林管理局・県・森林整備センター】

●氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策
〇河川区域での対策
・放水路整備、堤防整備、河道掘削、
橋梁架替、頭首工、揚水機場の改修 等
・利水ダムにおける事前放流等の実施
・気候変動によるリスク検討

〇集水域での対策
・砂防事業による土砂災害対策

・森林整備・治山対策
・水田貯留
・津波浸水リスク軽減対策の推進
・排水機場による浸水対策の強化
・下水道施設における浸水対策の推進 等

排水機場浸水対策【県】

下水道施設 浸水対策【町】

森林整備・治山対策
【東北森林管理局・県・森林整備センター】

森林整備・治山対策
【東北森林管理局・県・森林整備センター】

森林整備・治山対策
【東北森林管理局・県・森林整備センター】

天間ダム

天間ダム（利）事前放流【県】

※対策事業の代表箇所を旗揚げしている。

広域避難体制と広域防災拠点
としての体制整備【町】

市町村境流域境

六戸町

堤防整備、河道掘削【県】

1●グリーンインフラの取り組み 詳細次ページ
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十和田市

水源地
（八幡岳）

放水路拡幅整備【国】

市ノ渡川

大林川

市町村境流域境

六戸町

覆 砂ウエットランド整備 浅場創出

オオセッカ
シラウオ・ワカサギ漁

しじみ漁

養浜工（整備後）

浅場創出

生物の多様な生
息環境の保全

●治水対策における多自然川づくり
・生物の多様な生息環境の保全

●自然環境が有する多様な機能活用の取り組み
・小学校などにおける環境学習

■グリーンインフラメニュー

●健全なる水循環系の確保
・ウエットランド整備（流入負荷の低減）
・覆砂（アオコ・カビ臭原因物質の溶出防止）
・浅場創出（エコトーンの再生、湖岸保護 等）
・森林整備による水源涵養機能の維持増進

凡例

放水路拡幅整備

大臣管理区間

浅場創出

置砂

矢板護岸シジミの生育場

漂着物の回収
湖岸保護

養浜工

【浅場創出イメージ図】

小川原湖と仏沼湿地 仏沼浅場創出

仏沼国指定特別保護地区
（ラムサール条約登録湿地）

※対策事業の代表箇所を旗揚げしている。
※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。

シジミの産卵場

生物の多様な生息環境の保全
↓

放水路拡幅時の影響軽減

〇「たから湖」と称される水産資源に恵まれた小川原湖は、周辺に多様な動植物が生息しており、また、ラムサール条約に登録された仏沼が隣接するなど、
動植物の生育にとって貴重な自然環境が形成されており、小川原湖一帯は「後世に残し・伝える」べき豊かな自然環境が豊富に存在している。

〇小川原湖において、覆砂・ウエットランド整備、浅場創出を行うことによる、湖沼の水質に係る環境の保全など、自然環境が有する多様な機能を活かす
グリーンインフラの取組を推進する。

ウィンドサーフィン

七戸町

覆
砂

対策実施後

対策実施前

アオコ等原因藍藻類の巻き上が
りを抑制

アオコ等原因藍藻類の巻き上がり

底泥

底泥

高瀬川水系流域治水プロジェクト【位置図】
～海面上昇等の気候変動に対応した治水対策の推進～

●グリーンインフラの取り組み 『多様な動植物の生息環境を「次世代へ継承」するため水環境保全対策を推進』
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森林整備による水源涵養機能の維持
増進

【環境公共】
生物の多様な生息環境の保全

生物の多様な生息環境の保全

森林整備・治山対策
【東北森林管理局・県・森林整備センター】

ほ場整備
【県】

堤防整備、河道掘削、
樹木伐採【県】

堤防整備、河道掘削、樹木伐採【県】

堤防整備、河道掘削、樹木伐採【県】

堤防整備、河道掘削【県】

生物の多様な生息
環境の保全

生物の多様な生息環境の保全

生物の多様な生息
環境の保全

森林整備による水源涵養機能の維持
増進

森林整備・治山対策
【東北森林管理局・県・森林整備センター】

治水メニュー

グリーンインフ
ラメニュー

青森県

●流域治水に資する水田、ため池等の保全
・生物の多様な生息環境の保全（水田貯留）

【全域に係わる取組】
・動植物の生息・生育・繁殖環境の保全
・水質の保全
・良好な景観の保全
・地域のニーズを踏まえた賑わいのある水辺空間創出への
連携・支援
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高瀬川水系流域治水プロジェクト【ロードマップ】
～海面上昇等の気候変動に対応した治水対策の推進～

●高瀬川では、流域全体を俯瞰し、国、県、市町村が一体となって、以下の手順で「流域治水」を推進する。
【短 期】河川周辺の浸水被害を防止するため、河道狭小区間を中心とした樹木伐採及び河道掘削を実施するとともに、下水道施設整備による浸水被害対策、タイム

ラインの運用改善や広域避難体制の整備などにより、住民の避難行動を促す体制の充実を図る。
【中 期】流下能力向上を目的とした河道狭小区間の河道掘削を進め、築堤整備により安全度の向上を図るとともに、災害リスクの現地表示や防災教育など避難体制の

強化を図る。
【中長期】流域全体の浸水被害を防ぐため、放水路整備、橋梁架替などにより流域全体の安全度向上を図るとともに、安全・安心なまちづくり（立地適正化計画に基づく

防災指針の検討等）などの流域対策を推進する。

気候変動
等を踏まえ
た更なる対
策を推進

■河川対策
全体事業費 約１１０億円 ※1
対策内容 放水路整備、堤防整備、河道掘削、

橋梁架替、頭首工、揚水機場の改修 等

※1：直轄及び各圏域の河川整備計画の残事業費を記載

【事業費（ R2年度以降の残事業費）】

【ロードマップ】※スケジュールは今後の事業進捗によって変更となる場合がある。 ※ ：対策実施に向けた調整・検討期間を示す。

短期 中期 中長期

放水路整備による治水対策 高瀬川河川事務所

七戸町、東北町等を守る堤防整備、河道掘
削

青森県

砂防事業による土砂災害対策 青森県

下水道施設における浸水対策の推進 七戸町

森林整備・治山対策
東北森林管理局・青森
県・森林整備センター

水田貯留（支援含む）
東北農政局、青森県、
各市町村

津波浸水リスク軽減対策の推進 六ヶ所村

被害対象を減少させるた
めの対策

立地適正化計画による水災害軽減対策の
推進

七戸町

広域避難体制と広域防災拠点としての体制
整備

六戸町

危機管理型水位計・簡易型河川監視用カメ
ラの設置

高瀬川河川事務所・
青森県

森林整備による水源涵養機能の維持増進
東北森林管理局・青森
県・森林整備センター

ウエットランド整備 高瀬川河川事務所

覆砂 高瀬川河川事務所

浅場創出 高瀬川河川事務所

生物の多様な生息環境の保全
高瀬川河川事務所・青
森県

生物の多様な生息環境の保全（水田貯留）
東北農政局、青森県、
各市町村

小学校などにおける環境学習 高瀬川河川事務所

グリーンインフラの取り組み

区　　　分 対　策　内　容 実施主体
工程

氾濫をできるだけ防ぐ･減
らすための対策

被害の軽減、早期復旧、
復興のための対策

高瀬川

防災拠点と体制の整備（六戸町）

危機管理型水位計、簡易型河川監視用カメラによる監視体制強化

七戸川・赤川 七戸川・赤川・坪川・作田川

放水路整備（三沢市）

堤防整備、河道掘削
（七戸町、東北町）

土砂災害対策（東北町）

下水道機能の確保（七戸町）

立地適正化計画策定と推進（七戸町）

津波浸水対策の推進（六ヶ所村）

水田貯留（市町村）

実施に向けて検討する取組

堤防整備、河道掘削
（七戸町、東北町）

生物の多様な生息環境の保全

小学校などにおける環境学習

ウエットランドの整備

覆砂による水環境対策

浅場創出

森林整備による水源涵養機能の維持増進

基本方針・整備計画変更

水田貯留（市町村）

実施に向けて検討する取組
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高瀬川水系流域治水プロジェクト【事業効果（国直轄区間）の見える化】
～海面上昇等の気候変動に対応した治水対策の推進～

赤川

七戸川

実施箇所・対策内容

小川原湖

六ヶ所村

東北町

七戸川

米軍三沢基地

三沢空港

三
沢
対
地
者
爆
撃
場

二ツ森川

三沢市

十和田市

放水路拡幅整備
【国】

長期整備効果：河川整備率１００％

〇危機管理型水位計及び簡易型河川用監視カメラの整備により、水位情報や河川状況を把握し、監視体制の強化が図られる。

現在 長期
六ヶ所村 六ヶ所村

東北町 東北町

十和田市 十和田市六戸町 六戸町

三沢市 三沢市

七戸町 七戸町

高頻度（1/10）～中頻度（1/50）
の浸水が解消

※スケジュールは今後の事業進捗によって変更となる場合がある。

注：外水氾濫のみを想定したものであり、内水氾濫を考慮した場合には浸水範囲の拡大や浸水深の増大が生じる場合がある。
注：浸水範囲は、今後の調査・検討や対策内容等により変更となる場合がある。

※外水氾濫のみを想定したものでる。 ※外水氾濫のみを想定したものでる。
※国直轄事業の実施によるものである。

凡例

5か年加速化メニュー

整備計画メニュー

0.0k

6.0k

10.0k

15.0k
15.0k

20.0k

20.0k

10.0k

高頻度（1/10）～中頻度
（1/50）の浸水面積が減少

【長期整備完了時の進捗】
①三沢地内
放水路拡幅整備 100％

進捗と効果
（R4.3版）

区分 対　策　内　容 区間 当面5年（短期） ～10年（中期） ～３０年（長期）

氾濫を出来るだけ
防ぐ・減らすための対策（国）

放水路拡幅整備 三沢地内

100％

R3

10％



危機管理型水位計及び簡易型河川用監視カメ
ラにより水位情報や河川状況を把握し河川監視
体制の強化を図ります。
また、洪水時の河川の状況や危険性が住民に
十分伝わらず、住民自ら河川に行き状況を確認
するなど危険な行動をとるケースもあるため、危
機管理型水位計による水位情報と簡易型河川用
監視カメラによる河川情報を発信し住民に提供す
ることで安全な行動を促します。

（三沢市・七戸町・東北町）

高瀬川水系流域治水プロジェクト【流域治水の具体的な取組】
～海面上昇等の気候変動に対応した治水対策の推進～

七戸川等において広域河川改修事業及び大
規模特定河川事業により、築堤、河道掘削、
橋梁架替、頭首工、揚水機場の改修等を実施。

（七戸町・東北町）

氾濫を出来るだけ防ぐ・減らすための対策

七戸町立地適正化計画において、ハザードエリ
アを検討した居住誘導区域の設定に伴い、防災
指針にも位置づけるとともに、高瀬川流域の防災
に関し課題を整理し取り組み方針を示します。

・令和3年4月1日七戸町立地適正化計画を策定・
公表し、災害リスクの低減や回避のための取組
方針を定めました。

・取組方針に基づき避難所運営マニュアルを作
成し、運営訓練を実施。

（七戸町）

被害対象を減少させるための対策 被害の軽減、早期の復旧・復興のための対策

簡易型河川監視用カメラ

危機管理型水位計

農地・農業用施設の活用 流出抑制対策の実施
山地の保水機能向上および

土砂・流木災害対策
立地適正化計画における

防災指針の作成
高齢者等避難の
実効性の確保

（概ね５か年後）

整備率：１００％

（令和４年度末時点）

２市町村

（令和３年度実施分）

0施設 （令和４年度実施分）

０箇所

（令和４年度完成分）
※施行中 ０施設

0施設

治山対策等の
実施箇所

砂防関係施設の
整備数

（令和４年12月末時点）

１市町村
（令和４年９月末時点）

※一部、令和４年３月末時点

３河川

（令和４年９月末時点）

０団体

洪水浸水想定
区域

個別避難計画

（令和４年９月末時点）

1施設

（令和４年1月1日時点）

1市町村

避難確保
計画

13施設

土砂

洪水

内水浸水想定
区域

戦後最大洪水等に対応した
河川の整備（見込）

避難のための
ハザード情報の整備



三沢市

六戸町

おいらせ
町

青森県

六ヶ所村

放水路拡幅整備【国】

小川原湖

東北町

七戸川

七戸川

坪川

七戸川堤防整備、河道掘削【県】

十和田市

七戸町

赤川

中野川

坪川堤防整備、河道掘削【県】

作田川

市ノ渡川

作田川堤防整備、河道掘削【県】

大林川

二ッ森川河道掘削【県】

二ツ森川

市ノ渡川河道掘削【県】

中野川河道掘削【県】

大林川河道掘削【県】

土砂災害対策【県】

赤川堤防整備、河道掘削【県】

高瀬川水系流域治水プロジェクト【位置図（詳細版）】
～海面上昇等の気候変動に対応した治水対策の推進～

水源地
（八幡岳）

立地適正化計画【七戸町】

森林整備・治山対策【東北森林管
理局・青森県・森林整備センター】

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。

下水道施設 浸水対策【町】

排水機場浸水対策
【県】

津波軽減対策【六ヶ所村】

六戸町

三沢市

水田貯留
【各市町村】

：氾濫を出来るだけ防ぐ・減らすための対策

：被害対象を減少させるための対策

：被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

タイムラインの運用・改善
【三沢市・七戸町・東北町・六ヶ所村】

災害リスク現地表示
【十和田市・三沢市・七戸町・六戸町・東北町・六ヶ所村】

住民の防災教育や防災知識の普及推進
【十和田市・三沢市・七戸町・六戸町・東北町・六ヶ所村】

要配慮者利用施設の避難確保計画作成の促進
【東北町】

広域避難体制と応急的な避難場所の構築
【十和田市・三沢市・七戸町・六戸町・東北町・六ヶ所村】

広域避難体制と広域防災拠点としての体制整備
【六戸町】

防災力向上のための人材育成【十和田市・三沢市・七戸
町・六戸町・東北町・六ヶ所村】

危機管理型水位計、簡易型河川用監視カメラの設置
【三沢市・七戸町・東北町】

平時における気象解説等の充実
【気象庁・十和田市・三沢市・七戸町・六戸町・東北町・六ヶ所村】

森林整備・治山対策【東北森林管
理局・青森県・森林整備センター】

森林整備・治山対策【東北森林管
理局・青森県・森林整備センター】

森林整備・治山対策【東北森林管
理局・青森県・森林整備センター】

天間ダム（農林）（県）

作田ダム（県）

和田ダム（県）

事前放流等の実施
【県】

天間ダム（利）事前放流

作田ダム（利）事前放流

和田ダム（利）事前放流
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高瀬川水系流域治水プロジェクト

①氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。
7



高瀬川水系流域治水プロジェクト

●氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策 ～高瀬川放水路拡幅整備～

事業概要位置図

高瀬川においては、昭和33年9月の台風による洪水で湖水位がTP2.79mまで上昇し甚大な被害を受けた事を契機に治水事業を推進しています。
平成18年3月には高瀬川整備計画を策定、「氾濫をできるだけ防ぐ」対策として高瀬川放水路拡幅整備を計画に位置づけ、地域の安全を守るため引き続き事業を推進
します。

概要

放水路を拡幅することで小川原湖の水位を約30cm程度低減
させます。

効果

放水路拡幅

放水路
（越流部）越流堤

【放水路の概要】

流 量：850m3/s
拡 幅：約95m
放水路延長：3.64km

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。
8



・高瀬川水系高瀬川（七戸川）及び赤川、坪川、作田川等各支川は、七戸町・東北町を流下しているが、河道が狭小で現況流下能力が低いため、平成２年豪雨等
による洪水等で甚大な被害が発生した。
・広域河川改修事業及び大規模特定河川事業により、築堤、河道掘削、橋梁架替、頭首工、揚水機場の改修等を実施し、地域の安全性の向上を図る。

高瀬川水系流域治水プロジェクト

〇氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策 ～築堤、河道掘削、樹木伐採等～

事業概要

概要

効果

被害額（百万円）
14,087→０

事業効果浸水戸数

発生年月日
浸水面積
（ha）

浸水戸数
（戸）

H2.10.26 1,901 833

H5.10.26 435 137

H10.9.30 455 140

被害状況
H2.10浸水状況

青森県七戸町、東北町

高瀬川水系

しちのへまち

たかせがわ

位置図

青森市

とうほくまち

概要

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。
9



・沼端1号区域は青森県東部の上北郡東北町大字大浦に位置する保全対象人家６戸、県道八戸野辺地線の一部を含む、がけ高12ｍ、勾配３３°の急傾斜地である。
・集中豪雨の際には、斜面崩壊による災害発生が懸念されるため、早急に崩壊対策工事を実施し土砂災害の防止を図り、人命・財産を守る必要がある。

・急傾斜地対策事業により、急傾斜地崩壊防止施設整備を実施し早期に地域の安全性の向上を図る。

高瀬川水系流域治水プロジェクト

〇氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策 ～砂防事業による土砂災害対策～

事業概要

概要

沼端1号区域

【位置図】 【箇所概要】
保全対象：人家 6戸、県道15m、その他町道5m
実施内容：現場打吹付法枠工A=4,700m2

沼端1号区域

【高瀬川流域】

全体計画延長 L=250m

■土砂災害警戒区域

保全人家と斜面状況保全人家

全体計画延長 L=250m【平面図】

現場打吹付法枠工A=4,700m2

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。
10



・田んぼダム ： 水田の排水口への堰板の設置等による流出抑制によって下流域の湛水被害
リスクを低減。
農業者が地域共同で取り組む「田んぼダム」の取組を農林水産省の多面的機
能支払交付金により支援。

・た め 池 ： 農業用ため池が有する洪水調節機能の活用。

高瀬川水系流域治水プロジェクト

〇氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策 ～田んぼダム・ため池～

概要

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。

位置図

具体的な取り組み内容

11



高瀬川水系流域治水プロジェクト

〇氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策 ～森林整備・治山対策～

事業概要

山地被害や洪水被害が激甚化している中、関係省庁と連携し流木対策や氾濫河川上流を対象とした森林整備、治山対策に取り組んでいる。
気候変動により一層激化する見込みであることから、森林の有する土砂流出防止や水源涵養機能等の適切な発揮に向け、今後の治山対策等の方向
性を林政審議会等で議論しているところであり、今後は、「流域治水」の取組とも連携し、治山対策等を推進する。

・森林施業の実施による浸透機能の向上効果
・森林施業による土砂流出抑制効果

概要

効果

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。

東北森林管理局
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高瀬川水系流域治水プロジェクト

〇氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策 ～森林整備・治山対策～

事業概要

山地被害や洪水被害が激甚化している中、 自然災害から地域住民の生命・財産を守り、県土の保全を図るため、緊急かつ計画的な実施を必要とする
荒廃地等を対象として、植栽及び本数調整伐等の保安林の整備並びに渓間工、山腹工等の治山施設の整備を行うこととしている。

概要

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。

【地すべり防止工】

【山腹工】 【渓間工】【植栽及び本数調整伐】

三八上北地域森林計画
前半5ヶ年

（令和2年4月1日～令和7年3月31日）

【山地治山】

森林整備（植栽・本数調整伐等） 6箇所

渓間工（ダム・流路等） 11箇所

山腹工（土留・法枠等・緑化等） 6箇所

地すべり防止工（集水井等） 2箇所

青森県
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高瀬川水系流域治水プロジェクト

〇氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策 ～森林整備・治山対策～

事業概要

・水源林造成事業は、奥地水源地域の民有保安林のうち、所有者の自助努力等によっては適正な整備が見込めない箇所において、針広混交林
等の森林を整備することにより、森林の有する公益的機能の高度発揮を図る事業です。
・水源林造成事業地において除間伐等の森林整備を計画的に実施することで、樹木の成長や下層植生の繁茂を促し、森林土壌等の保水力の強
化や土砂流出量の抑制を図り、流域治水を強化促進します。
・高瀬川流域における水源林造成事業地は、約30箇所（森林面積約1,200ha）であり、流域治水に資する除間伐等の森林整備を計画的に実施
していきます。（令和３年度においては、約180haの森林整備を予定。）

概要

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。

高瀬川流域における水源林造成事業地

高瀬川流域

水源林造成事業地

高瀬川
針交混交林 育成複層林

水源林の整備

間伐実施前 間伐実施後

森林整備実施イメージ

森林整備センター

14



高瀬川水系流域治水プロジェクト

〇氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策 ～利水ダム（天間ダム）による事前放流の更なる推進～

事業概要位置図

大雨が予想される際にあらかじめ水位を下げること等によって、ダム下流河川の沿岸における洪水被害の防止・軽減を図る。

・既存ダムの有効貯水容量を
洪水調節に有効活用
・降雨をダムに貯留し、下流域
の氾濫被害リスクを軽減

概要

農業用水を貯水した天間ダム

洪水調節容量

利水容量の一部

堆砂容量
利水容量の一部を
あらかじめ低下させ
ることで、水害対策
に使える容量を増
やします

事前放流イメージ 氾濫被害リスクを軽減

期待される効果等

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。
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高瀬川水系流域治水プロジェクト

〇被害対象を減少させるための対策 ～排水機場による浸水対策の強化～

事業概要位置図

農作物の湛水被害を防止するための排水機場のポンプを稼働することで、農村地域等の浸水拡大の抑制を図る。

概要

東北町

事業名：花切川地区農村地域防災減災事業
工 期：平成27年度～令和元年度
事業量：排水機場改修 ２ヶ所
目 的：花切川最下流に位置する排水機場は農業排水だけでなく、宅

地等からの地域排水も受け入れているが、宅地化が進み、流
域開発によって洪水の到達が早くなっていることから、災害を
未然に防止するため、排水機場の改修を実施

北谷地排水機場冠水した道路

・排水機場の稼働による農村地 域等の
浸水拡大の抑制

期待される効果等

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。
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高瀬川水系流域治水プロジェクト

〇被害対象を減少させるための対策 ～下水道施設における浸水対策の推進～

事業概要位置図

下水道施設が河川氾濫等の災害時においても一定の機能を確保し、下水道被害による社会的影響を最小限に抑制するため浸水対策を推進する。
■水害時における下水道機能確保に向けたハード・ソフトの施設浸水対策や長期停電時における業務継続対策である下水道ＢＣＰの見直し。
■被災時のリスクの高い下水道施設（七戸浄化センター）については、対策浸水深や対策箇所の優先順位等を明らかにした耐水化計画を策定。

概要

七戸浄化センター

『七戸町ハザードマップ』令和２年３月作成
想定の大雨規模：高瀬川流域の４８時間雨量397mm

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。
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高瀬川水系流域治水プロジェクト

②被害対象を減少させるための対策

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。
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高瀬川水系流域治水プロジェクト

〇被害対象を減少させるための対策 立地適正化計画による水災害軽減対策の推進～

七戸町立地適正化計画において、ハザードエリアを検討した居住誘導区域の設定に伴い、防災指針に記載するとともに、高瀬川
流域の防災に関し課題を整理し取り組み方針を示す。

概要

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。

163戸
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高瀬川水系流域治水プロジェクト

③被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。
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高瀬川水系流域治水プロジェクト【対策案一覧】
～海面上昇等の気候変動に対応した治水対策の推進～

※スケジュールは今後の事業進捗によって変更となる場合がある。
※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。

21

放水路整備による治水対策 国

堤防強化の検討 国

七戸町、東北町等を守る堤防整備、
河道掘削

県

七戸町、東北町等を守る樹木伐採 県

砂防事業による土砂災害対策 県

橋梁架替、頭首工、揚水機場の改
修

県

排水機場による浸水対策の強化 県

下水道施設における浸水対策の推
進

市町村

土砂災害対策 森林整備・治山対策 国・県

流水の貯留機能拡大
利水ダムによる事前放流の更なる
推進

国・県

流域の雨水貯留機能の向上 水田貯留（支援含む） 市町村

高潮・津波対策 津波浸水リスク軽減対策の推進 市町村

被害対象を減少させるた
めの対策

水災害ハザードエリアにおける土地
利用・住まい方の工夫

立地適正化計画による水災害軽減
対策の推進

市町村

タイムライン運用・改善 市町村

災害リスク現地表示 市町村

住民の防災教育・防災知識の普及
推進

国・県・市町村

要配慮者利用施設の避難確保計画
作成の促進

市町村

広域避難態勢と応急的な避難場所
の構築

市町村

広域避難体制と広域防災拠点とし
ての体制整備

市町村

防災力向上のための人材育成 国・県・市町村

危機管理型水位計・簡易型河川監
視用カメラの設置

国・県

平時における気象解説等の充実 国

水害リスク空白域の解消 国

対策メニュー
短期

(概ね5年)
中期

（概ね10年）
中長期

（10年以上）
実施主体区　　　分 主な取組項目

洪水氾濫対策

内水氾濫対策

氾濫をできるだけ防ぐ･減
らすための対策

避難体制等の強化
被害の軽減、早期復旧、
復興のための対策



高瀬川水系流域治水プロジェクト

〇被害の軽減、早期復旧・覆工のための対策 ～タイムラインの運用・改善～

タイムラインについては実際の洪水・訓練等を踏まえ検証し、あらゆる事態を想定した避難行動の為に、災害対応に必要な情報を
適正なタイミングで発信、関係機関で情報を迅速に共有など情報伝達について、その都度見直しを行い、災害時に迅速な情報提供、
情報共有が出来るよう改善していきます。

概要

《国管理河川におけるタイムライン》

見
直
し
・
改
善

情報発信のタイミング、
関係機関との情報共有
を行う為には、、、

洪水対応の経験や訓
練時の反省を基に内容
を見直し、随時更新し
改善していくことが重要

・あらゆる災害に対応
した情報発信・共有

・的確な避難行動に繋
げる

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。
22



高瀬川水系流域治水プロジェクト

〇被害の軽減、早期復旧・復興のための対策 ～災害リスクの現地表示～

事業概要

自らが生活する地域の水害の危険性を実感できるよう、居住地域をまるごとハザードマップと見立て、生活空間である “まちなか”に水防災にかかわる以下の情報を標示する取組を
推進します。
➣洪水・内水・高潮の浸水深に関する情報
➣避難行動に関する情報（避難所及び避難誘導に関する情報）

概要

馬淵川　①　【櫛引生活館】　大字櫛引字櫛引

櫛引生活館

設置箇所

位置図【1:50,000】 標識

設置状況 周辺見取図

目 的

【日常時】

地域の水防災意識の高まり

《水害を知る》

【日常時】

避難所位置、避難の学習

《避難を知る》

【災害時】

判断のための情報提供

《状況を知る》

効 果

〇：防災意識の低い人にも内水氾濫などの危険箇所、避難
場所等について、まちなかで知ることが出来る。

〇：自宅等がどの程度浸水するのか、過去の出水でどの高
さまで浸水したかなどの情報を感覚的にイメージし易い。

〇：まちなかで実践する防災教育等への利活用が可能

➣防災意識の向上、避難行動の効率化

※現地表示の例

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。
23



高瀬川水系流域治水プロジェクト

防災教育の実践

地域住民に防災について興味を持ってもらい、一人一人の防災意識が向上することにより、地域の防災力を高めることを目的とし、防災教育と防災知
識の普及を促進するものです。
防災全般に関する講座、講習会、勉強会を行い、防災に関する知識の普及を行います。

概要

〇被害の軽減、早期復旧・覆工のための対策 ～住民の防災教育や防災知識の普及促進～

H30東北町立上北小学校にて防災教育を実施

公開授業の状況 私たちの防災宣言

小川原湖防災フォーラム（学習発表会）から

効 果

興味・関心を持つ 防災意識の向上

地域防災力アップ

一人一人の防災意識を向上させ、地域の防災力アップ

「あおもりおまもり手帳」を活用

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。
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高瀬川水系流域治水プロジェクト

〇被害の軽減、早期復旧・復興のための対策 ～要配慮者利用施設の避難確保計画作成の促進～

概 要

全国各地で発生している水害によって、高齢者福祉施設において利用者等の逃げ遅れによる痛ましい被害が発生していることを受け、平成29年6月19日に『水防法』

及び『土砂災害防止法』が改正され、浸水想定区域や土砂災害警戒区域内の要配慮者利用施設の所有者又は管理者に対し、「避難確保計画」の作成及び「避難訓
練」の実施が「義務」となりました。
これに基づき、対象施設の避難確保計画作成を進め、避難訓練を実施し適切・迅速な避難行動をとることが出来るよう取り組みを推進します。

概要

◆現在の状況

浸水想定区域図（想定最大規模）での避難計画を対象に
15施設中６施設で作成済み

◆今後は、、、

浸水想定区域図（想定最大規模）での避難計画を対象とし、
15施設全ての施設について作成

訓練イメージ

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。
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高瀬川水系流域治水プロジェクト

〇被害の軽減、早期復旧・復興のための対策 ～広域避難体制と応急的な避難場所の構築に向けた検討・調整～

事業概要

避難場所までの距離や避難時間を考慮し、応急的に避難する場所と長期的な避難が必要となる場合を想定した二次避難として
広域な避難場所について、関係機関で調整を図っていく。

・地域で連携し避難場所を確保することで、避難時間の短縮に繋がるなど避難
が効率的に！
・避難のみだけではなく、資材・物資などの連携にも繋げていく。

概要

◆今後は、、、
・広域避難の必要性検討、対象区域の抽出、対象世帯、対象人数の把握
・関係機関と連携し市町村域を超える避難の必要性検討
・浸水想定区域図を踏まえながら避難計画の策定作業

各地域で作成されているハザードマップなどを活用し、
避難場所等の防災情報を共有し避難行動に活用！！

避難場所

避難場所「一次」
（応急的）

公的な避難場所まで
避難する時間が無
い場合

A町 B市

避難が長期に及ぶ
場合などは連携

効果

避難場所「二次」

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。 26



高瀬川水系流域治水プロジェクト

〇被害の軽減、早期復旧・復興のための対策 ～危機管理型水位計、簡易型河川用監視カメラ設置～

事業概要

危機管理型水位計及び簡易型河川用監視カメラにより水位情報や河川状況を把握し河川監視体制の強化を図ります。
また、洪水時の河川の状況や危険性が住民に十分伝わらず、住民自ら河川に行き状況を確認するなど危険な行動をとるケースも
あるため、危機管理型水位計による水位情報と簡易型河川用監視カメラによる河川情報を発信し住民に提供することで安全な行動
を促します。

・河川の状況をリアルタイム（画像・水位データ）で情報発信することで、自宅から住民自らの目で河川の状況を把握で
き、避難行動の意識向上と住民の避難行動を促すための一つの情報として活用。

・今後も設置箇所の増設を検討し、監視体制の強化を図ります。

概要

効果

市町村 設置河川 設置者

二ツ森川 青森県

大林川 青森県

東北町 川去川 青森県

七戸町

《危機管理型水位計　設置箇所》

市町村 設置河川 設置者

東北町 小川原湖 国交省

東北町 赤川 青森県

三沢市 古間木川 青森県

《簡易型河川監視用カメラ　設置箇所》

簡易型河川監視用カメラ

危機管理型水位計

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。
27



高瀬川水系流域治水プロジェクト

〇被害の軽減、早期復旧・復興のための対策 ～防災力向上のための人材育成～

事業概要

近年、各地で起こっている大規模な災害や水害が発生した場合、公助のみで被害を防ぐのは困難な状況にあるため、「自助」、
「共助」の取り組みを推進し、地域の防災力向上を目的に防災に資する人材の育成に取り組みます。

・研修会や防災教育を通じて、地域の防災への関心と意識を持ってもらう
・地域の防災に資する人材として各地区（町内）のリーダーを養成
・リーダーを多くつくり、地域全体の防災力を向上

概要

効果

自主防災組織体験研修会 出前トーク
（防災対策～災害への備え～）

公開授業の状況 私たちの防災宣言

研修会や出前トークを活用 防災教育を活用

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。
28



高瀬川水系流域治水プロジェクト

〇被害の軽減、早期復旧・復興のための対策 ～平時における気象解説等の充実～

概要写真

➣対策により期待すること
・気象情報等を適切に使い、的確なタイミングで体制
の強化を図る。

・避難の判断を実施できるようになるための、基本的
な考え方を理解し、その重要性を認識する。

➣対策による効果
・関係機関からの情報や自ら収集した情報等により、
的確に判断を行い、躊躇することなく避難勧告等を
発令し、速やかに住民等に伝える。

概要

市町村の防災担当者へのワークショップ・気象防災対応シミュレーションツールを用いた研修、
市町村が実施する訓練に積極的に協力。

期待する効果等

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。 29



高瀬川水系流域治水プロジェクト

〇流域における対策 ～広域避難体制及び広域防災拠点としての体制整備～

事業概要位置図

流域が被災した場合において、被災地住民の避難先や自衛隊の活動拠点、物資輸送拠点として協力できるよう、青森県との「大
規模災害発生時における広域防災拠点の確保及び使用に関する協定」等を基に、体制の整備を行う。（六戸町が被災した場合は
除く）

被災地住民の人命確保や、迅速な災害復旧活動に資することができる。

概要

六戸町総合運動公園（活動拠点） 六戸町総合体育館
（広域避難先及び物資輸送拠点）

六戸町

期待される効果

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。
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高瀬川水系流域治水プロジェクト

④市町村の実情に応じた減災の取り組み

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。
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高瀬川水系流域治水プロジェクト
～市町村の実情に応じた減災の取組～

地域の特性等を踏まえた各種減災対策を推進

■氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策
洪水氾濫対策
・放水路整備
・堤防強化の検討
流域の雨水貯留機能の向上
・雨水貯留施設の整備検討

■被害の軽減、早期復旧・復興のための対策
あらゆる機会を活用した水災害リスク情報の提供
・災害リスクの現地表示
避難体制等の強化
・タイムラインの運用・改善
・住民の防災教育や防災知識の普及推進
・広域避難体制と応急的な避難場所の構築
・防災力向上のための人材育成
・危機管理型水位計、簡易型河川用監視カメラの設置
・平時における気象解説等の充実
・水害リスク空白域の解消

■氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策
流域の雨水貯留機能の向上
・雨水貯留施設の整備検討

・森林整備・治山対策
■被害の軽減、早期復旧・復興のための対策
あらゆる機会を活用した水災害リスク情報の提供
・災害リスクの現地表示
避難体制等の強化
・住民の防災教育や防災知識の普及推進
・広域避難体制と応急的な避難場所の構築
・防災力向上のための人材育成
・平時における気象解説等の充実
・水害リスク空白域の解消

十和田市

三沢市

七戸町

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。 32

■氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策
洪水氾濫対策
・河川の堤防整備
・河川の河道掘削、樹木伐採
・橋梁架替、頭首工、揚水機場の改修
内水氾濫対策
・下水道施設における浸水対策の推進
流水の貯留機能の拡大
・利水ダムによる事前放流の更なる推進
流域の雨水貯留機能の向上
・雨水貯留施設の整備検討
・森林整備・治山対策
■被害対象を減少させるための対策
水災害ハザードエリアにおける土地利用・住まい方の工夫
・立地適正化計画による水災害軽減対策の推進

■被害の軽減、早期復旧・復興のための対策
あらゆる機会を活用した水災害リスク情報の提供
・災害リスクの現地表示
避難体制等の強化
・タイムラインの運用・改善
・住民の防災教育や防災知識の普及推進
・要配慮者利用施設の避難確保計画作成の促進
・広域避難体制と応急的な避難場所の構築
・防災力向上のための人材育成
・危機管理型水位計、簡易型河川用監視カメラの設置
・平時における気象解説等の充実
・水害リスク空白域の解消



高瀬川水系流域治水プロジェクト
～市町村の実情に応じた減災の取組～

地域の特性等を踏まえた各種減災対策を推進

■氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策
洪水氾濫対策
・堤防強化の検討
高潮・津波対策
・津波浸水リスク軽減対策の推進
流域の雨水貯留機能の向上
・雨水貯留施設の整備検討
・森林整備・治山対策

■被害の軽減、早期復旧・復興のための対策
あらゆる機会を活用した水災害リスク情報の提供
・災害リスクの現地表示
避難体制等の強化
・タイムラインの運用・改善
・住民の防災教育や防災知識の普及推進
・要配慮者利用施設の避難確保計画作成の促進
・広域避難体制と応急的な避難場所の構築
・防災力向上のための人材育成
・平時における気象解説等の充実
・水害リスク空白域の解消

六ヶ所村

東北町

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。 33

■氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策
流域の雨水貯留機能の向上
・雨水貯留施設の整備検討

■被害の軽減、早期復旧・復興のための対策
あらゆる機会を活用した水災害リスク情報の提供
・災害リスクの現地表示
避難体制等の強化
・住民の防災教育や防災知識の普及推進
・広域避難体制と応急的な避難場所の構築
・広域避難体制と広域防災拠点としての体制整備
・防災力向上のための人材育成
・平時における気象解説等の充実
・水害リスク空白域の解消

六戸町

■氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策
洪水氾濫対策
・堤防強化の検討
・河川の堤防整備
・河川の河道掘削、樹木伐採
・橋梁架替、頭首工、揚水機場の改修
内水氾濫対策

・排水機場による浸水対策の強化
土砂災害対策
・砂防事業による土砂災害対策
流域の雨水貯留機能の向上
・雨水貯留施設の整備検討
・森林整備・治山対策

■被害の軽減、早期復旧・復興のための対策
あらゆる機会を活用した水災害リスク情報の提供
・災害リスクの現地表示
避難体制等の強化
・タイムラインの運用・改善
・住民の防災教育や防災知識の普及推進
・要配慮者利用施設の避難確保計画作成の促進
・広域避難体制と応急的な避難場所の構築
・防災力向上のための人材育成
・危機管理型水位計、簡易型河川用監視カメラの設置
・平時における気象解説等の充実
・水害リスク空白域の解消


